
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

455 ○ 管理経費

分野別目標 3 ○ 法定受託事務

政 策 2

施 策 1

基本方針 2

継続 主な事務事業

H19

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 瀬崎　典男(435-1233) 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 計画 決算 決算 計画 決算

27,717 27,717 18,285 9,259 21,805 21,805

- - -34.0% 19.3% 0.0%

6,135 10,027 8,083 8,023 8,023

140 149 149 149

6,135 10,167 8,232 8,232 8,232

15,776 15,775 18,285

56 48 48 40 40
11,885 11,885 18,237 21,765 21,765
0.83 1.32 1.09 1.09 1.09

0.09

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 60 60 60 60

実績値 64

全体目標値 60 全体目標達成度 106.6% 年度別達成度 106.6%

年度目標値 3 11 15 19

実績値 3

全体目標値 19 全体目標達成度 15.8% 年度別達成度 100.0%

年度目標値 15,000 15,000 15,000 15,000

実績値 20,578

全体目標値 15,000 全体目標達成度 137.2% 年度別達成度 137.2%

年度目標値 3 5 6 7

実績値 0

全体目標値 7 全体目標達成度 0.0% 年度別達成度 0.0%

単位

実
施
内
容

まちづくり連携拠点(まちなか
交流スペースみんなの学校)の
運営。
また、新規事業として遊休不
動産再生活用推進事業を実
施。

まちづくり連携拠点(まちなか
交流スペースみんなの学校)の
運営。
また、遊休不動産再生活用推
進事業を実施。

まちづくり連携拠点(まちなか
交流スペースみんなの学校)の
運営。
また、遊休不動産再生活用推
進事業を実施。

まちづくり連携拠点(まちなか
交流スペースみんなの学校)の
運営。
また、遊休不動産再生活用推進
事業を実施。

まちづくり連携拠点(まちなか
交流スペースみんなの学校)の
運営。
また、遊休不動産再生活用推
進事業を実施。

平成29年度

計画

0.0%

8,023

事業費 21,805

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

まちなか交流スペース　みんなの学校イベント回数

リノベーションスクールで提案された遊休不動産物件数（累計）

指標名及び達成状況

国庫支出金

まちづくりの推進（まちなかグルメ、まち
なかテーマパーク）

県支出金

8,232

人件費

常勤職員

非常勤職員

まちづくり連携事業交付金　10,967千円　　遊休不動産再生活用推進事業委託料　6,480千円

1.09

人

小計

事
業
費
等
 
千
円

7

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 ％

21,765一般財源（税等）

市　　債

40

15,000

60

主な予算内訳

149

リノベーションスクールの提案から派生した実物件数（累計）

まちなか交流スペース　みんなの学校来場者数

単位 人

単位

4

人

事業進捗管理シート

交流拠点整備事業
事業区分(1)

事業経費

その他

中心市街地の活性化

市民と地域がつくる元気なまち

その他

款

事業種別

賑わい・回遊性の向上

事業区分(2)
自治事務

中心市街地の活性化

商工費

目 まちづくり推進費

一般会計

商工費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

まちづくり推進事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
中心市街地内の交流機能を強化するため、まちづくりに関わる多様な主体が連携し賑わいを創出す
るとともに、団体・個人の交流を促進する「まちなか交流スペース　みんなの学校」の運営に対す
る支援。実施主体である「まちづくり連携事業運営委員会」に交付金を交付。
また、遊休不動産再生活用推進事業を実施する。NPO法人市民の力わかやまに委託決定。

中心市街地に不足する機能や商業・サービスを提供し、来街者
の利便性を向上させるとともに、健康や娯楽、あるいは観光的
な要素を付加することで交流促進機能を強化する。

商工まちおこし課

産業企画課、和歌山城整備企画課 産業を元気に

会計

平成２９年度

交流拠点整備事業事項

和歌山市中心市街地活性化基本計画（H23年度終了）

３つの約束

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


